
２　介護給付等対象サービス見込量 
 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第９期計画の介
護給付等対象サービスの見込量を推計しました。 

 
（１）介護給付サービス（1 年あたり）  

第９期計画の介護給付サービスの利用見込量は、表に示すとおりです。 

 
 

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。
令和6年度 令和7年度 令和8年度

（１）居宅サービス
訪問介護 回数（回） 3,458.4 3,373.7 3,370.0

人数（人） 277 266 260
訪問入浴介護 回数（回） 4.8 4.7 4.7

人数（人） 3 3 3
訪問看護 回数（回） 825.8 794.6 775.9

人数（人） 124 119 116
訪問リハビリテーション 回数（回） 208.5 208.5 208.5

人数（人） 23 23 23
居宅療養管理指導 人数（人） 106 105 101
通所介護 回数（回） 1,550.4 1,493.9 1,448.3

人数（人） 209 205 199
通所リハビリテーション 回数（回） 678.1 647.5 640.1

人数（人） 103 99 97
短期入所生活介護 日数（日） 629.8 584.5 584.4

人数（人） 55 52 52
短期入所療養介護（老健） 日数（日） 27.1 27.2 27.2

人数（人） 4 4 4
短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 335.9 329.6 328.4

人数（人） 14 14 14
短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0
福祉用具貸与 人数（人） 492 503 499
特定福祉用具購入費 人数（人） 6 6 6
住宅改修費 人数（人） 4 4 4
特定施設入居者生活介護 人数（人） 44 44 42

（２）地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 8 8 8
夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0
地域密着型通所介護 回数（回） 1,679.5 1,670.5 1,635.3

人数（人） 234 231 225
認知症対応型通所介護 回数（回） 48.7 48.7 48.7

人数（人） 6 6 6
小規模多機能型居宅介護 人数（人） 45 43 42
認知症対応型共同生活介護 人数（人） 139 138 137
地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 63 63 63
看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 4 4 4
複合型サービス（新設） 人数（人） 0 0 0

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 人数（人） 546 546 583
介護老人保健施設 人数（人） 259 259 262
介護医療院 人数（人） 120 120 126

（４）居宅介護支援 人数（人） 805 781 750

計画書 56P 変更前



２　介護給付等対象サービス見込量 
 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第９期計画の介
護給付等対象サービスの見込量を推計しました。 

 
（１）介護給付サービス（1 年あたり）  

第９期計画の介護給付サービスの利用見込量は、表に示すとおりです。 

 
 

計画書 56P 変更後



第２節　標準給付費の見込額 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第 9 期計画の
介護給付費の見込額を推計しました。 

 
１　居宅・地域密着型・施設サービス給付費 

居宅・地域密着型・施設サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

 

単位：千円
令和6年度 令和7年度 令和8年度

（１）居宅サービス
訪問介護 132,091 129,164 129,038
訪問入浴介護 788 772 772
訪問看護 56,902 54,845 53,569
訪問リハビリテーション 7,864 7,874 7,874
居宅療養管理指導 16,109 15,962 15,362
通所介護 125,479 121,060 117,310
通所リハビリテーション 69,092 65,993 65,188
短期入所生活介護 57,860 53,865 53,854
短期入所療養介護（老健） 3,548 3,569 3,569
短期入所療養介護（病院等） 36,227 35,584 35,466
短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0
福祉用具貸与 63,804 65,217 64,707
特定福祉用具購入費 2,844 2,844 2,844
住宅改修費 4,168 4,168 4,168
特定施設入居者生活介護 100,948 101,076 96,861

（２）地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 10,448 10,461 10,461
夜間対応型訪問介護 0 0 0
地域密着型通所介護 151,377 150,912 147,938
認知症対応型通所介護 3,666 3,670 3,670
小規模多機能型居宅介護 106,971 102,804 100,998
認知症対応型共同生活介護 441,363 438,667 435,540
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 207,675 207,937 207,937
看護小規模多機能型居宅介護 12,930 12,946 12,946
複合型サービス（新設） 0 0 0

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 1,654,328 1,656,421 1,768,777
介護老人保健施設 875,905 877,013 886,847
介護医療院 509,342 509,986 535,828

（４）居宅介護支援 142,134 138,082 132,594

計画書 58P 変更前



第２節　標準給付費の見込額 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第 9 期計画の
介護給付費の見込額を推計しました。 

 
１　居宅・地域密着型・施設サービス給付費 

居宅・地域密着型・施設サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

 

計画書 58P 変更後



 

２　介護予防・地域密着型サービス給付費 

介護予防・地域密着型サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

３　総給付費 

総給付費は、介護給付費と予防給付費を合わせて、下表に示すとおりです。 
 

 
 

 

 

単位：千円
令和6年度 令和7年度 令和8年度

（１）介護予防サービス
介護予防訪問入浴介護 0 0 0
介護予防訪問看護 19,356 19,018 18,557
介護予防訪問リハビリテーション 1,508 1,510 1,510
介護予防居宅療養管理指導 1,537 1,538 1,538
介護予防通所リハビリテーション 15,854 15,092 14,578
介護予防短期入所生活介護 3,306 3,310 3,310
介護予防短期入所療養介護（老健） 1,405 1,407 1,407
介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0
介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0
介護予防福祉用具貸与 15,627 15,913 15,801
特定介護予防福祉用具購入費 1,683 1,683 1,683
介護予防住宅改修 5,562 5,562 5,562
介護予防特定施設入居者生活介護 5,260 5,267 5,267

（２）地域密着型介護予防サービス
介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0
介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0
介護予防認知症対応型共同生活介護 2,135 2,138 2,138

（３）介護予防支援 19,461 18,873 18,093

単位：千円
令和6年度 令和7年度 令和8年度

合計 4,886,557 4,862,203 4,983,562

在宅サービス 1,089,601 1,063,698 1,044,367

居住系サービス 549,706 547,148 539,806

施設サービス 3,247,250 3,251,357 3,399,389

計画書 59P 変更前



 

２　介護予防・地域密着型サービス給付費 

介護予防・地域密着型サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

３　総給付費 

総給付費は、介護給付費と予防給付費を合わせて、下表に示すとおりです。 
 

 
 

 

 

単位：千円
令和6年度 令和7年度 令和8年度

（１）介護予防サービス
介護予防訪問入浴介護 0 0 0
介護予防訪問看護 19,356 19,018 18,557
介護予防訪問リハビリテーション 1,508 1,510 1,510
介護予防居宅療養管理指導 1,537 1,538 1,538
介護予防通所リハビリテーション 15,854 15,092 14,578
介護予防短期入所生活介護 3,306 3,310 3,310
介護予防短期入所療養介護（老健） 1,405 1,407 1,407
介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0
介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0
介護予防福祉用具貸与 15,627 15,913 15,801
特定介護予防福祉用具購入費 1,683 1,683 1,683
介護予防住宅改修 5,562 5,562 5,562
介護予防特定施設入居者生活介護 5,260 5,267 5,267

（２）地域密着型介護予防サービス
介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0
介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0
介護予防認知症対応型共同生活介護 2,135 2,138 2,138

（３）介護予防支援 19,461 18,873 18,093

計画書 59P 変更後



４　標準給付費及び地域支援事業費 

標準給付費及び地域支援事業費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 

単位：円 合計 令和6年度 令和7年度 令和8年度

標準給付費見込額（A） 16,261,673,942 5,401,158,700 5,371,205,629 5,489,309,613

総給付費（財政影響額調整後） 14,732,322,000 4,886,557,000 4,862,203,000 4,983,562,000

総給付費 14,732,322,000 4,886,557,000 4,862,203,000 4,983,562,000

962,620,023 323,862,780 320,375,547 318,381,696

特定入所者介護サービス費等給付額 948,424,129 319,354,558 315,516,591 313,552,980

制度改正に伴う財政影響額 14,195,894 4,508,222 4,858,956 4,828,716

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後） 509,528,061 171,412,408 169,586,085 168,529,568

高額介護サービス費等給付額 501,313,654 168,802,960 166,774,305 165,736,389

高額介護サービス費等の利用者負担の見直し等に伴う財政影響額 8,214,407 2,609,448 2,811,780 2,793,179

高額医療合算介護サービス費等給付額 47,493,451 16,045,810 15,808,790 15,638,851

算定対象審査支払手数料 9,710,407 3,280,702 3,232,207 3,197,498

審査支払手数料一件あたり単価 61 61 61

審査支払手数料支払件数 159,187 53,782 52,987 52,418

地域支援事業費（B) 1,886,379,671 630,544,917 628,844,303 626,990,451

介護予防・日常生活支援総合事業費 623,468,794 207,219,821 207,843,876 208,405,097

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費 680,030,242 229,031,551 226,706,882 224,291,809

包括的支援事業（社会保障充実分） 582,880,635 194,293,545 194,293,545 194,293,545

第9期

特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）

計画書 60P 変更前



４　標準給付費及び地域支援事業費 

標準給付費及び地域支援事業費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 

 

計画書 60P 変更後



２　保険料基準額（試算） 

第９期計画期間中の保険料基準額は、年額では７１,７２４円、月額では５,９７７円と
なります。 

 

 

合計 令和6年度 令和7年度 令和8年度

第1号被保険者数 51,635 17,472 17,211 16,952

前期(65～74歳) 21,469 7,468 7,155 6,846

後期(75歳～) 30,166 10,004 10,056 10,106

後期(75歳～84歳) 19,033 6,248 6,345 6,440

後期(85歳～) 11,133 3,756 3,711 3,666

所得段階別被保険者数

第1段階 11,700 3,959 3,900 3,841

第2段階 7,062 2,389 2,354 2,319

第3段階 4,788 1,620 1,596 1,572

第4段階 4,431 1,499 1,477 1,455

第5段階 5,598 1,894 1,866 1,838

第6段階 7,530 2,548 2,510 2,472

第7段階 5,641 1,909 1,880 1,852

第8段階 2,419 819 806 794

第9段階 987 334 329 324

第10段階 448 152 149 147

第11段階 245 83 82 80

第12段階 143 48 48 47

第13段階 643 218 214 211

合計 51,635 17,472 17,211 16,952

47,964 16,231 15,987 15,746所得段階別加入割合補正後被保険者数（C）

第9期

単位：円 合計 令和6年度 令和7年度 令和8年度

標準給付費見込額（A） 16,261,673,942 5,401,158,700 5,371,205,629 5,489,309,613

地域支援事業費（B) 1,886,379,671 630,544,917 628,844,303 626,990,451

第1号被保険者負担分相当額（D） 4,174,052,331 1,387,291,832 1,380,011,484 1,406,749,015

調整交付金相当額（E） 844,257,137 280,418,926 278,952,475 284,885,736

調整交付金見込額（I） 1,335,383,000 458,205,000 441,303,000 435,875,000

調整交付金見込交付割合（H） 8.17% 7.91% 7.65%

後期高齢者加入割合補正係数（F） 0.9272 0.9393 0.9519

所得段階別加入割合補正係数（G） 0.9297 0.9297 0.9297

準備基金取崩額（J） 270,000,000

保険料収納必要額（L)＝（D）＋（E）-（Ｉ）-（Ｊ） 3,412,926,468

予定保険料収納率 99.20%

第９期　保険料基準額（年額） 71,724

第９期　保険料基準額（月額） 5,977

第9期

計画書 62P 変更前



２　保険料基準額（試算） 

第９期計画期間中の保険料基準額は、年額では７１,７２４円、月額では５,９７７円と
なります。 

 

 

 

合計 令和6年度 令和7年度 令和8年度

第1号被保険者数 51,635 17,472 17,211 16,952

前期(65～74歳) 21,469 7,468 7,155 6,846

後期(75歳～) 30,166 10,004 10,056 10,106

後期(75歳～84歳) 19,033 6,248 6,345 6,440

後期(85歳～) 11,133 3,756 3,711 3,666

所得段階別被保険者数

第1段階 11,700 3,959 3,900 3,841

第2段階 7,062 2,389 2,354 2,319

第3段階 4,788 1,620 1,596 1,572

第4段階 4,431 1,499 1,477 1,455

第5段階 5,598 1,894 1,866 1,838

第6段階 7,530 2,548 2,510 2,472

第7段階 5,641 1,909 1,880 1,852

第8段階 2,419 819 806 794

第9段階 987 334 329 324

第10段階 448 152 149 147

第11段階 245 83 82 80

第12段階 143 48 48 47

第13段階 643 218 214 211

合計 51,635 17,472 17,211 16,952

47,964 16,231 15,987 15,746所得段階別加入割合補正後被保険者数（C）

第9期

計画書 62P 変更後



【保険料基準額の算出フロー】 

 
 
 
 
 
 
 
  

 
＋調整交付金相当額　　844,257,137 円 
－調整交付金見込額　1,335,383,000 円 
－準備基金取崩額　　　270,000,000 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Step３．保険料収納必要額（第９期計画期間中） 
3,412,926,468 円（収納率 99.20％で補正前）…②

Step5．介護保険料（月額）の算定　5,977 円（年額 71,724 円） 

（3,412,926,468 円（②）÷ 99.20％ ÷47,964 人（③）÷ 12 ヶ月）

Step１．標準給付費見込額＋地域支援事業費（第９期計画期間中） 

18,148,053,613 円…①

Step２．第１号被保険者負担額相当分（第９期計画期間中） 

4,174,052,331 円（①×23％）

Step４．所得段階別加入割合補正後被保険者数　47,964 人…③ 
（基準額の割合によって補正した第９期計画期間中の被保険者数）

介護給付費準備基金の活用 
介護給付費が介護サービスの見込みを下

回った場合は、余剰金を介護給付費準備基

金に積み立てています。 
第９期計画では、この基金を取り崩して

保険料の急激な上昇を抑制します。

計画書 63P 変更前



【保険料基準額の算出フロー】 

 
 
 
 
 
 
 
  

 
＋調整交付金相当額　　853,444,787 円 
－調整交付金見込額　1,349,707,000 円 
－準備基金取崩額　　　307,500,000 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

Step３．保険料収納必要額（第９期計画期間中） 
3,412,553,308 円（収納率 99.20％で補正前）…②

Step5．介護保険料（月額）の算定　5,977 円（年額 71,724 円） 

（3,412,553,308 円（②）÷ 99.20％ ÷47,964 人（③）÷ 12 ヶ月）

Step１．標準給付費見込額＋地域支援事業費（第９期計画期間中） 

18,331,806,613 円…①

Step２．第１号被保険者負担額相当分（第９期計画期間中） 

4,216,315,521 円（①×23％）

Step４．所得段階別加入割合補正後被保険者数　47,964 人…③ 
（基準額の割合によって補正した第９期計画期間中の被保険者数）

介護給付費準備基金の活用 
介護給付費が介護サービスの見込みを下

回った場合は、余剰金を介護給付費準備基

金に積み立てています。 
第９期計画では、この基金を取り崩して

保険料の急激な上昇を抑制します。

計画書 63P 変更後



 
２　今後の施設整備等について 

 
第９期計画中に介護老人福祉施設等、新設の居住型施設の整備計画はありませんが、 

令和５年度１０月５日付で島牧村より、島牧村小規模多機能型居宅介護施設の定員枠に
ついて変更申請があり、令和５年１１月２日実施の後志広域連合地域密着型サービス運
営委員会において、第９期計画終期まで登録定員３５名、通い利用定員２４名へと基準
を緩和することが承認されました。 

また、古平町で令和６年度中に認知症対応型共同生活介護のユニット数が１から２へ
と変更が予定されているほか、仁木町で令和８年度中に介護老人福祉施設の移転改築が
予定されており、定員４名の増床が予定されているほか、同施設で提供の短期入所生活介
護についても、定員３名の増床が予定されています。 

 

 
 
 

 

 
町村名 施設種別 整備 

区分 設置主体 整備 
床数

サービス 
見込み量

開設 
年月 整備理由

 仁木町 介護老人福祉
施設

移転改築 仁木福祉会 54 床 54 名 令和８年 
６月頃

昭和 59 年４月創設
のため施設の老朽化
が進んでおり、余市
川に面しているため
洪水リスクも高いた
め。

 仁木町 短期入所生活
介護

移転改築 仁木福祉会 6 床 10 名程度 令和８年 
６月頃

計画書 65P 変更前



 
２　今後の施設整備等について 

 
第９期計画中に介護老人福祉施設等、新設の居住型施設の整備計画はありませんが、 

令和５年度１０月５日付で島牧村より、島牧村小規模多機能型居宅介護施設の定員枠に
ついて変更申請があり、令和５年１１月２日実施の後志広域連合地域密着型サービス運
営委員会において、第９期計画終期まで登録定員３５名、通い利用定員２４名へと基準
を緩和することが承認されました。 

また、古平町で令和６年度中に認知症対応型共同生活介護のユニット数が１から２へ
と変更が予定されているほか、京極町で令和７年４月１日から医療機関併設型小規模介
護老人保健施設の新規開設が予定されており、定員２９名分の床数整備がされる見込み
となっています。 

 

 
 

 

 
町村名 施設種別 整備 

区分 設置主体 整備 
床数

サービス 
見込み量

開設 
年月 整備理由

 京極町 介護老人保健
施設

新規開設 医療 法人社団
創成会

29 床 29 名 令和７年 
４月１日

法人経営の安定化を
図りつつ、地域の認
知症患者及びその家
族のニーズに対応す
るため。

計画書 65P 変更後


